
様式1

貴社名

ご担当者名

所在地

電話番号

FAX番号

e-mail

問1 問2 問3

【問1の回答が1の場合回答
してください】

【問1の回答が2の場合回答
してください】

いつ頃システムの提供が可
能か

提供できない理由

【選択項目】 【記入例】 【自由記入】
１．提供可 令和○年○月頃
２．提供不可
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21 申請管理機能

22
庁内データ連携機能（各
構成町との連携含む）

23
住登録外者宛名番号

管理機能

24 団体内統合宛名

25 EUC機能

26

※　提供可否に係る提供可能な資料がありましたら、ご提出をお願いします。

標準化対象システムの関連システムで、標準化対象システムの移行に合わせて導入・改修等が必要になるもの標準化対象外業務

(

関
連
シ
ス
テ
ム
名

)

№ 対象業務

障害者福祉

共
通
機
能

戸籍附票

健康管理

軽自動車税

日高中部広域連合に対し令
和7年度までの標準準拠シス
テムの提供が可能か

住民基本台帳

戸籍

国民健康保険

国民年金

後期高齢者医療

介護保険

児童手当

生活保護

回答票（日高中部広域連合）

就学

児童扶養手当

子ども・子育て支援

印鑑登録

選挙人名簿管理

固定資産税

個人住民税

法人住民税



問4

標準準拠システムへの移行方式について、次のうちどの方式での移行が可能か

【選択項目】※「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書」７０頁に記載の分類による

①　現行→ガバクラへリフト・標準準拠システムへシフト同時
②　現行→ガバクラへリフト→ガバクラ上で標準準拠システムへリフト
③　現行→独自環境へのリフト・同環境上での標準準拠システムへのシフト同時→ガバクラへリフト
④　現行→独自環境へのリフト・同環境上での標準準拠システムへのシフト同時
⑤　現行→独自環境へのリフト→ガバクラへリフト・標準準拠システムへシフト同時
⑥　現行→独自環境へのリフト→同環境上での標準準拠システムへのシフト
⑦　現行の環境上で標準準拠システムへシフト→ガバクラへリフト
⑧　現行の環境上で標準準拠システムへシフト→独自環境上での標準準拠システムへリフト
⑨　現行の環境上で標準準拠システムへシフト
⑩　上記以外

回答 ⑩と回答した場合、移行方式を記載願います


